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１ はじめに

東京都の水需要予測と実績との乖離はまことに凄まじい。【図表 1】のとおり、東京

都水道の一日最大配水量の実績は 1992 年度以降、ほぼ減少の一途を辿り、2010 年度

には 490 万㎥／日まで低下している（資料１、２）。それに対して、東京都が 2003 年

12 月に行った水需要予測（以下、「従前の予測」という）では 2000 年度以降は一転し

て増加傾向に変わり、2010 年度には 600 万㎥/日まで増加するとしている。実績と予

測の差は 110 万㎥/日にもなり、実績値の 22％にも達している。水需要の減少は今後

も続く傾向を示しているから、この乖離がさらに大きくなっていくことは必至である。

東京都が八ッ場ダム事業への参加で得る予定の水源は配水量換算で約 46 万㎥/日で

あるから、その 2.4 倍にもなる水量の差が生じているのである。

従前の予測は 1986 年度から 2000 年度までの 15 年間の水需要実績データを使った

もので、その前半期は増加傾向が見られる時期もあったので、東京都はその時期のデ

ータを意図的に重視する予測手法をとることによって600万㎥/日まで増加するという

予測を行うことができた。しかし、上述のとおり、1992 年度以降の水需要はほぼ減少

傾向になっているから、最近 15 年間の水需要データを使って予測を行えば、同じ予測

手法をとっても、従前の予測を大幅に下方修正した予測値にならざるを得ない。その

ために、東京都はいまだに、この 7 年以上前の古い予測を持ち続けているのである。

利根川流域６都県において水需給計画を見直ししていないのは東京都のみである。

他の５県は 2008 年 7 月 4 日に策定された第五次利根川荒川水系フルプランに合わせ

て水需給計画の見直しを数年前から進めて国土交通省に新しい水需給計画を提出して

きた。各県が行った最新の水需要予測の実施年月は群馬県，茨城県，埼玉県が 2007
年 3 月，栃木県が 2005 年 3 月，千葉県が 2008 年 9 月，東京都が 2003 年 12 月であ

る。このうち，千葉県は、フルプラン策定には間に合わなかったが， 2008 年 9 月に

新しい水需給計画を策定した。

しかしながら，東京都だけは，こうした見直しの作業を怠り，2003 年 12 月の古い

水需給計画に固執してそれを国土交通省に提出し，現在でもなお，その見直しを行っ

ていない。それは、他の県よりも減少傾向が一層明瞭な東京都では予測の仕方をどう

工夫しようが、水需要が増加し続けるという予測を行うことが困難であるからに他な

らない。

ところが、実際には東京都は多額の費用をかけてひそかに毎年度、水需要予測を行

ってきたが、思うような予測結果が得られないため、その結果を闇に葬り去っている

という新たな事実が判明した。以下、その事実を明らかにする。

２ 東京都が 2003～2009 年度に行った水需要予測
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（１）７年間で１億円も無駄遣いした幻の水需要予測

東京都水道局への情報公開請求により、次のとおり、都水道局が 2003 年度以降、水

需要予測を毎年度行ってきていることが明らかになった。（資料３）

①水需要予測に関する調査研究（平成 15 年度） 契約額 19,425,000 円

委託先 ㈱富士総合研究所

②水道需要予測に関する調査研究（平成 16 年度） 契約額 8,820000 円

委託先 三井情報開発㈱

③水需要予測に関する調査研究（平成 17 年度） 契約額 22,050,000 円

委託先 三井情報開発㈱

④水道需要予測に関する調査研究（平成 18 年度）契約額 20,895,000 円

委託先 三井情報開発㈱

⑤水道需要予測に関する調査研究（平成 19 年度）契約額 9,030,000 円

委託先 ㈱日水コン

⑥水道需要予測に関する調査研究（平成 20 年度）契約額 9,870,000 円

委託先 ㈱日水コン

⑦水道需要予測に関する調査研究（平成 21 年度）契約額 7,350,000 円

委託先 ㈱三菱総合研究所

上記 7 年間の水需要予測に関する調査研究の委託契約額は合計で        

97,440,000 円であり、1 億円に近い。これだけ多額の公費を使いながら、後述するよう

に、その結果をまったく水道行政に反映せず、これらの水需要予測はいずれも幻の水需

要予測となった。これは公費の無駄遣いの何物でもなく、都民不在の水道行政がまかり

通っているのである。

（２）幻の水需要予測の内容

７年間の水需要予測のうち、2003 年度、2004 年度に行った予測結果の資料は、保存

年限を過ぎているという理由で、東京都から開示されなかったので、2005～2009 年度

の５年間の水需要予測の結果を見ることにする。（資料４～８）

ア 一日平均使用水量の予測値

（ア） 各用途の予測式

この５年間の水需要予測は一日平均使用水量の予測であり、一日平均配水量、一日

最大配水量の予測までは行っていない。保有水源との関係を見るうえで必要な水需要

の数字は一日最大配水量であるので、予測値の意味を知るためには一日平均使用水量

を一日最大配水量に換算する必要がある。そのためには有収率（一日平均使用水量／

一日平均配水量×100）と、負荷率（一日平均配水量／一日最大配水量×100）の値を

設定する必要がある。この設定の仕方についてはイで述べることにし、ここでは各年

度の報告書に記載されている一日平均使用水量の予測値を点検することにする。
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一日平均使用水量の実績は【図表２】のとおり、1992 年度までは漸増してきたが、

92 年度以降は増加傾向は明らかに見られなくなり、漸減または横ばいの傾向に変わっ

ている。一方、従前の予測（2003 年 12 月）は増加の一途を辿るものであるため、予

測と実績の乖離は年々拡大し、2010 年度には約 40 万㎥/日の差が生じる状況になって

いる。

各年度の水需要予測は、給水人口または給水世帯数、一人当たり生活用水または一

世帯当たり生活用水、都市活動用水、工場用水の将来値をそれぞれ計算し、それらか

ら次式で一日平均使用水量の将来値を求めている。

一日平均使用水量 ＝ 給水人口（または給水世帯数）×一人当たり生活用水（ま

たは一世帯当たり生活用水）＋都市活動用水＋工場用水

一人当たり生活用水（または一世帯当たり生活用水）、都市活動用水、工場用水の予

測はいずれの年度も従前の予測（2003 年 12 月）と同様、重回帰モデルが使われてい

る。各年度の予測に使われた各用途の予測式は【図表３】のとおりである。各年度ご

とに予測式が変わり、説明変数が異なることもある。

重回帰式は構造的な因果関係は全く考えずに、表面的に相関係数が高い説明変数を

選択するものであるので、年度ごとにいろいろな説明変数と予測式が出てきている。

このように表面的な相関関係だけで将来値を求めるから、現実と遊離した予測値にな

りやすいのであるが、この問題はさておき、各年度の予測による将来値を見ることに

する。

（イ） 2005 年度の予測

各年度とも、複数の条件を設定して予測を行っており、予測値は複数あるが、その

中で委託報告書で最終値とされているものを選択してグラフ化した。最終値とされて

いるものが複数ある場合はその中の最大値を示すことにする。

【図表４】に一日平均使用水量の実績値および従前の予測（2003 年 12 月）と 2005 年

度予測の将来値を示す。2005 年度予測では 1988～2002 年度の 15 年間の実績値を使っ

て将来値が求められている。

2015 年度の数字を比較すると、従前の予測値（2003 年 12 月）が 460 万㎥／日、2005

年度予測（現行モデル）が 454 万㎥／日、2005 年度予測（改良モデル）が 458 万㎥／

日であり、大差がないが、現行モデルの場合は 2025 年度には 446 万㎥／日へと、低下

の傾向にある。そこで、低下傾向にならないようにしたのが改良モデルで、2025 年度

は 457 万㎥／日となっている。2005 年度予測では使用した実績データに、増加傾向も

あった 1992 年度以前の値が５年間含まれていたので、重回帰式を工夫することによっ

て、従前の予測値を維持する将来値が得られている。しかし、次に述べるように、予

測に使う実績データが新しくなると、このような操作も困難になる。
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（ウ） 2006 年度、2007 年度、2008 年度の予測

【図表５】に一日平均使用水量の実績値および従前の予測（2003 年 12 月）と 2006

年度、2007 年度、2008 年度の予測の将来値を示す。2006 年度予測では 1990～2004 年

度、2007 年度予測では 1991～2005 年度、2008 年度予測では 1992～2006 年度の 15 年

間の実績値を使って将来値を求めている。

2015 年度の一日平均使用水量を見ると、2006 年度予測（最大値）が 433 万㎥／日、

2007 年度予測が 425 万㎥／日、2008 年度予測値が 433 万㎥／日であり、従前の予測値

（2003 年 12 月）460 万㎥／日よりも 30 万㎥／日前後下回っている。ウで述べるよう

に、この差は一日最大配水量に換算すると、もっと大きな差になる。

2015 年度以降の一日平均使用水量を見ると、2006 年度予測（最大値）では減少して

2025 年度には 420 万㎥／日、2007 年度予測でも減少して 2025 年度は 403 万㎥／日、

2008 年度予測では横ばいで 2025 年度も 433 万㎥／日となっており、これらの年度の

予測はいずれも将来は減少するかまたは横ばい傾向が続くというもので、従前の予測

（2003 年 12 月）のように増加傾向に転じるものはない。

これらの予測手法は前出の【図表３】に示したとおり、従前の予測（2003 年 12 月）

と基本的に同じ重回帰式である。それぞれ実績データを多少なり説明できる変数を選

んで、その変数から重回帰式をつくったもので、基本的に従前の予測と同じ予測手法

であるが、予測に使う実績データが新しくなったことにより、減少傾向がほとんどを

占める実績データから回帰式をつくることになり、その結果として、従前の予測（2003

年 12 月）よりもかなりの下方修正になっている。その重回帰式がどこまで科学的であ

るのか、疑問な点が少なからずあるが、そのことをさておき、概ね減少傾向が続く実

績データを使う限り、同じ予測手法でも将来値は小さくならざるを得ないのである。

（エ） 2009 年度の予測

【図表６】に一日平均使用水量の実績値および従前の予測（2003 年 12 月）と 2009

年度の予測の将来値を示す。2009 年度予測では 1993～2007 年度の 15 年間の実績値を

使って将来値を求めている。予測手法は前出の【図表３】に示したとおりである。

2009 年度予測の一日平均使用水量を見ると、2015 年度は 451 万㎥／日で、従前の予

測（2003 年 12 月）の値 460 万㎥／日を下回っているものの、その後は急速に増加し

て 2020 年度には 471 万㎥／日となっている。過去の実績では横ばいまたは漸減の傾向

にあった一日平均使用水量が急速な増加傾向になぜ変わるのか、まことに不可解な予

測である。

これは３で述べるように、東京都水道局が厚生労働省からの国庫補助金を受けるた

め、八ッ場ダム等に関する水道水源開発施設整備事業の再評価を行う期限が 2010 年度

に迫り、そこでは八ッ場ダムの必要性を打ち出せない水需要予測を示すことができな

いため、形振り構わず、都水道局が委託先に対して将来の水需要が増加する予測を行

うように指示したからであると推測される。
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実際にその予測の内容を見ると、実績の傾向とは大きく異なる関係式を使って、将

来値を求めている。その一例が都市活動用水と事務所床面積との関係である。2009 年

度予測では、都市活動用水は事務所床面積と年間消費販売額の二変数による重回帰式

が使われている。そのうちの事務所床面積と都市活動用水との関係をグラフ化したの

が【図表７】である。実績では事務所面積が大きくなるほど、都市活動用水が小さく

なる負の相関関係が明瞭であるにもかかわらず、予測では一転して事務所面積が大き

くなると、都市活動用水が大きくなる正の相関関係になっている。まったく逆方向の

相関関係が使われている．

もともと事務所床面積は都市活動用水の使用量とは直接の関係がない指標である。

都市活動用水の大半は都市で働く人の勤務生活用水であるから、事務所床面積が増加

しても、使用水量の増加がつながらない。【図表８】のとおり、事務所床面積の実績は

増加の傾向にあるが、一方、都市活動用水の実績は【図表９】のとおり、事務所床面

積の増加とは無関係に、節水型機器の普及等により漸減の傾向にある。

このように、2009 年度の予測は実績とは逆方向の相関関係を使って将来値を求める

という常軌を逸した予測手法がとられており、まさしく形振り構わぬ予測となってい

る。しかし、この予測手法は異常なものであるから、３で述べるように、東京都は水道

水源開発施設整備事業の再評価ではこの予測を使うことができないままで終わってい

る。

イ 有収率と負荷率の設定

各年度の水需要予測は一日平均使用水量までである。しかし、保有水源との関係を

見るうえで必要な水需要の数字は一日最大配水量であり、これは次のように、一日平

均使用水量を有収率と負荷率で除して求める。

一日平均配水量＝一日平均使用水量÷有収率

一日最大配水量＝一日平均配水量÷負荷率

各年度の予測において一日平均使用水量の算出で終わっているのは、東京都の考え

方では有収率と負荷率は過去のデータから一定の方式で設定するものであって、予測

の仕方を考える必要がないという理由によるものである。

その一定の方式とは負荷率については過去 15 年間の実績データの最小値を採用す

るもので、従前の予測（2003 年 12 月）では 1986～2000 年度の最小値である 1986 年

度値の 81％を採用している。また、有収率は実績データの最新値（2000 年度 90.5％）

に引き上げ目標を加えて 94％としている。

この東京都の設定方法は負荷率と有収率の将来値を過小に見積もって、一日最大配

水量を過大にするものであるが、この問題はさておき、この考え方を踏襲して負荷率

と有収率を次のように設定し、各年度の予測による一日平均使用水量を一日最大配水

量に換算することにする。
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負荷率は、各年度の予測で使用した過去 15 年間の実績データにおける最小の負荷率

を採用する。負荷率は【図表 10】のとおり、上昇傾向にあるから、使用する実績デー

タが新しくなればその設定値は基本的に大きくなる。負荷率が上昇しているのは各都

市水道の共通の傾向である。これは水使用スタイルの変化によるものであり、たとえ

ば、従来は梅雨の晴れ間などに一度に洗濯したり、冬期は洗濯頻度が少なくなるなど、

洗濯回数が季節や天候に左右されていたが、洗濯乾燥機の登場もあって最近は季節や

天候にかかわらず洗濯するようになった。生活における水使用スタイルの季節変化が

小さくなってきている。

次に、有収率も【図表 11】のとおり、水道局の漏水防止対策への取組みにより、上

昇傾向にあって、2005 年度には 94.2％となって、従前の予測（2003 年 12 月）の設定

値 94％を上回り、その後も上昇しているので、使用する実績データの最新年度が 2005

年度以降の場合は 94％の設定では後戻りしてしまうことになる。そこで、その最新年

度が 2004 年度以前の場合は 94％を踏襲し、2005 年度以降の場合はその最新年度の実

績有収率を将来の設定値とすることにする。この設定は今後の引き上げ目標を加えな

い、非常に控え目の設定である。

上記の考え方により、【図表 12】のとおり、各年度の予測で設定すべき有収率と負

荷率の値を定め、それを使って、各年度の予測値を一日最大配水量に換算した。

ウ 一日最大配水量換算値で見た各年度の予測

各年度の予測の一日最大配水量換算値を使って、各年度の予測が東京都の水需給を

考えるうえで、どのような意味を持つかを見ることにする。

（ア） 2005 年度の予測

【図表 13】に一日最大配水量の実績値および従前の予測（2003 年 12 月）と 2005 年

度予測の将来値を示す。前述のとおり、一日最大配水量の実績は 1992 年度以降、ほぼ

減少の一途を辿り、2010 年度は 490 万㎥/日まで低下している。それに対して従前の

予測（2003 年 12 月）では増加傾向に転じて 2010 年度は 600 万㎥/日になり、2015 年

度までほぼそのまま推移することになっていた。それに対して、2005 年度予測（現行

モデル）は 2015 年度 589 万㎥/日で、従前の予測（2003 年 12 月）を下回り、その後

は漸減して 2025 年度に 579 万㎥/日になるとしている。

漸減していく予測では将来の水需給の余裕が拡大していくことになるので、それを

改めたのが 2005 年度予測（改良モデル）である。2015 年度は 594 万㎥/日で、従前の

予測（2003 年 12 月）に近く、その後もその値で推移していくものになっている。

このように 2005 年度予測では従前の予測（2003 年 12 月）に近づける操作がされて

いるのであるが、次に述べるように使用する実績データが新しくなると、そのような

小手先の操作ができなくなる。
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（イ） 2006 年度、2007 年度、2008 年度の予測

【図表 14】に一日最大配水量の実績値および従前の予測（2003 年 12 月）と 2006 年

度、2007 年度、2008 年度の予測の将来値を示す。

2015 年度の一日最大配水量を見ると、2006 年度予測（最大値）が 561 万㎥／日、2007

年度予測が 548 万㎥／日、2008 年度予測値が 554 万㎥／日であり、従前の予測（2003

年 12 月）の値 604 万㎥／日よりも 40～50 万㎥／日以上小さい値になっている。

2015 年度以降の一日最大配水量を見ると、2006 年度予測（最大値）では減少して

2025年度には 545 万㎥／日、2007年度予測でも減少して 2025年度には 520 万㎥／日、

2008 年度予測では横ばいで 2025 年度も 555 万㎥／日となっており、これらの年度の

予測はいずれも将来は減少するかまたは横ばい傾向が続くというもので、従前の予測

（2003 年 12 月）のように増加傾向に転じるものはない。

従前の予測（2003 年 12 月）との差は 40～50 万㎥/日以上となるが、これは八ッ場

ダム事業への参加の是非に関わる大きな水量である。

東京都が八ッ場ダムによって得る予定水利権は、冬期のみの水利権（0.55 ㎥/秒）

も含めて 5.779 ㎥/秒であり、配水量ベースで約 46 万㎥/日である（利用量率として都

の 93％を使用）。

したがって、2006～2008 年度の予測を使えば、将来の一日最大配水量の下方修正量

は、都の八ッ場ダムの予定確保水源にほぼ相当する水量になり、八ッ場ダム事業に参

加する基本的な前提が消失することになる。

それらの予測手法は【図表３】で示したように従前の予測（2003 年 12 月）と同種

のものであるが、使用する実績データが新しくなれば、減少し続ける実績値が反映さ

れて、一日最大配水量の予測値は低下せざるを得ない。東京都が従前の予測（2003 年

12 月）に固執し、新たな予測を公式に行おうとしない理由はまさにそこにある。水需

要予測の見直しを行えば、八ッ場ダム事業への参加の是非が根底から問われることに

なってしまうのである。

（ウ） 2009 年度の予測

そこで、2009 年度の予測では東京都は形振り構わず、予測式を操作して、将来値を

引き上げることにした。それが【図表 15】である。2015 年度の一日最大配水量は 553

万㎥/日であるが、その後、上昇して2025年度には592万㎥/日になり、従前の予測（2003

年 12 月）の最終値に近い値になる。このように水需要が推移するならば、2015 年度

時点では八ッ場ダムの必要性がなくても、2025 年度には必要になるという話になる。

そのようなストーリーを作るために行われた予測であると推測される。

しかし、その予測手法の中身を見ると、ア(エ)で述べたように、実績とは逆方向の相

関関係を使って将来値を求めるという常軌を逸した予測手法がとられており、そのこ

とが明るみに出れば、その予測の非科学性が批判の対象になることが目に見えていた。

そこで、３で述べるように東京都は水道水源開発施設整備事業の再評価ではこの予測結
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果をも闇に葬って、形振り構わず、新たな水需要予測は一切示さず、「従前の予測（2003

年 12 月）は水需要の実績と大きな乖離が生じていない」という記述だけで乗り切るこ

とにしたのである。

３ 2011 年 1 月末の水道水源開発施設整備事業の評価

（１） ７年以上前の予測に固執する都水道局

厚生労働省からの水道水源開発等施設整備費補助金の交付を受けている水道事業体

は，厚生労働省が定めた水道施設整備事業の評価実施要領に基づき，原則として５年

経過毎に当該水道施設整備事業の再評価を行い，必要に応じて事業の見直し等をする

こととされている。その内容は，事業の利水上の必要性及び費用対効果を見て水源開

発事業への参加の是非を、事業評価委員会の意見を踏まえて判断するものである。東

京都水道局は八ッ場ダムおよび霞ケ浦導水事業について2005年3月29日にこの再評価

を実施した。

しかし、この再評価で示された八ッ場ダムの費用便益比 1.92 は、現実から遊離した

仮想の渇水被害から求められたものであって、渇水被害を現実に即して科学的に求め

れば，その被害額ははるかに小さくなり，費用便益比が 1 を大きく下回ることは確実

である。虚構の費用便益比の計算で事業継続の判断がされていることは控訴理由書に

詳述されている。

2005 年 3 月 29 日から５年経過して、都水道局はこの再評価を実施しなければなら

なくなった。再評価を実施しなければ、八ッ場ダムおよび霞ケ浦導水事業の水道負担

金に対して厚生労働省から国庫補助金を受けることができなくなる。そこで、都水道

局は 2010 年度の国庫補助金を受けるため、2010 年度の終わり近くのぎりぎりになっ

て、2011 年 1 月 31 日にこの再評価を実施した。（資料９、10）

この再評価は利水上の必要性及び費用対効果を見て判断するものであり、利水上の

必要性において将来の水需要の動向が重要な判断要素であるから、本来ならば、しっ

かりした水需要予測を行ってその裏付けを示さなければならない。都水道局が 2003 年

度から2009年度にかけて1億円近くの費用を投じて水需要予測を毎年度行ってきたの

も、この再評価で水需要予測の結果を示すためであった。

ところが、この再評価では、延べ 7 年間行ってきた水需要予測の結果をまったく使

わず、次の文言だけで終わりとしたのである。（資料 10 の５ページ）

「（３）水道需要予測

東京都は、行財政運営の基本となる長期計画である「東京構想２０００」が策

定されたことに伴い、平成１５年１２月に水道需要の予測を行った。その結果、

平均世帯人員の減少等により－人当たり使用水量の増加が見込まれることなど

から、使用水量は引き続き増加傾向を示すと考えられ、平成２５年度の計画一日

最大配水量を６００万ｍ３（計画値）と算出している。
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水道需要予測の基礎となる一日平均使用水量は、現時点では計画と実績との間

に大きなかい雛が生じていない状況にあることなどから、平成１５年１２月に実

施した水道需要予測の値を計画値としている。」

要するに、従前の予測（2003 年 12 月）は実績と大きな乖離が生じていないので、

その予測をそのまま使えるとしているのである。しかし、その予測が実績と著しく乖

離してきていることは前出の【図表２】でみたとおりである。一日平均使用水量の 2010

年度予測値 457 万㎥/日に対して、2009 年度実績は 420 万㎥/日であるから、37 万㎥/

日の差が生じている。その差は実績値の約９％にもなっている。予測と実績の差を一

日最大配水量で見ると、前出の【図表 1】のとおり、もっと大きくなり、2010 年度の

予測値 600 万㎥/日に対して同年度の実績は 490 万㎥/日であるから、110 万㎥/日の差

に生じており、この差は実績値の約 22％に及んでいる。

このようにきわめて大きな乖離が見られるにもかかわらず、都水道局は「大きなか

い雛が生じていない」と強弁し、水需要の実績と予測の関係図を一切示さずに再評価

の案を作成して事業評価監視委員会の了承を得たのである。水需要の実績と予測の関

係図を示せば乖離が大きいことが一目瞭然となるので、その関係図を示さなかったの

は都水道局の狡猾なやり方である。

事業評価監視委員会は会議が開かれず、水道局職員が各委員に個別に説明するだけ

の持ち回りで行われたもので、委員の間での議論もない、形だけの委員会である。こ

のような委員会でどうして委員会が了承したと言えるのであろうか。都水道局の考え

だけですべてが推し進められてきているのである。

（２） 費用対効果の計算の虚構

今年 1 月の八ッ場ダムの再評価でも、費用対効果の計算結果が示されている。前回

の再評価（2005 年 3 月）における八ッ場ダムの費用対効果の計算が現実と遊離した

虚構のものであることについては控訴理由書第２部第５章（89～92 ページ）に詳述

されている。前回の再評価では八ッ場ダムの費用対効果は 1.92 であった。今回の再

評価ではその費用対効果が 2.93 と、前回の 1.5 倍に跳ね上がっている。科学的に費

用対効果が求められているならば、計算するたびにその値が大きく変わることはない

はずであり、このように大きく変化することはその計算が確たる根拠を持たずに行わ

れていることを如実に物語っている。

今回の費用対効果の計算は次の手順で行われている。（資料 11）

① 過去 20 年間における給水制限による被害額

    1 年あたりの想定被害額  382 億円

計測期間（50 年）の総被害額を現在価値化すると，8,122 億円

② 八ッ場ダムの便益（被害軽減額）

過去 20 年間の給水制限による被害額の回避は，八ッ場ダム，霞ヶ浦導水事業の
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ほかに，平成２年の給水制限以降に完成または完成予定の水源施設がもたらす効

果によるものであるので、①の被害額をこれらの水源施設（10 施設）への参画

水量の比で按分すると，八ッ場ダムの便益は 2,729 億円となる。

③ 八ッ場ダムの費用

八ッ場ダムに対する東京都水道局の 50 年間の負担額を現在価値化すると，932
億円となる。

④ 八ッ場ダムの費用便益比

②と③から，費用便益比は 2729 億円÷932 億円 ＝2.93

前回の再評価における上記①～④の数字は次のとおりである。

① 1 年あたりの想定被害額 212 億円

計測期間（50 年）の総被害額を現在価値化すると，4,544 億円

② 八ッ場ダムの便益（被害軽減額）1,880 億円

  （平成 6 年以降完成および完成予定の 8 水源施設の参画水量比で①を按分）

③ 八ッ場ダムの費用 955 億円。

④ 八ッ場ダムの費用便益比 1880 億円÷955 億円 ＝1.92 

③の費用は前回と今回でほぼ同じであるが、①の想定被害額の見積もりが大幅に増

えたため、④の費用対効果が 1.5 倍に跳ね上がっている。今回の計算では毎年平均で

382 億円の渇水被害が生じていることになっている。前回は 212 億円であったから,年

平均の被害額がなぜか 1.8 倍に上昇している。212 億円にせよ、382 億円にせよ、渇水

によって毎年平均で、そのように巨額の被害がどこで発生しているというのであろう

か。

渇水といっても、断水ではなく、給水圧の調整または自主節水程度のものであるか

ら、経済的な被害があったとしてもわずかなものである。ところが、渇水になると、

各家庭等がボトルドウォータ、ポリ容器、ポリバケツ，たらいなどを購入するから、

大きな経済被害が生じるというのである。給水圧の調整は蛇口からの水道水の出方が

少しゆっくりになるだけで、水が必要な時にはいつでも水が得られるから、各家庭等

が上述のものを買う購買行動に走るはずがない。節水への協力を呼びかける自主節水

の場合はなおさらである。実際にはあるはずのないことを想定して、渇水被害額の大

きな数字が作り上げられているのである。

このように現実とまったく遊離した架空の想定で虚構の費用対効果の数字がつくら

れ、それによって八ッ場ダム事業にゴーサインが出されているのである。行政が好き

勝手に数字を作り上げる不条理なことがまかり通ってよいのであろうか。断じて許さ

れるべきではない。
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予測式 予測式 予測式

Ａ 個人所得 Ａ
年間商品販売

額
Ａ

第二次産業従業
者数

Ｂ 平均世帯人員 Ｂ
サービス業総

生産
Ｂ 年次

Ｃ 年次

Ａ
雇用者報酬/総

人口
Ａ

第三次産業総
生産

Ａ 製造品出荷額等

Ｂ 平均世帯人員 Ｂ
第三次産業就

業者数
Ｂ 年次

Ｃ 年次

Ａ 平均世帯人員 Ａ
飲食店・宿泊業

要因
Ａ 製造業要因

Ｂ 経済活動要員 Ｂ 年次

Ａ
水使用機器要

因
Ａ 学校要因 Ａ 製造業要因

Ｂ 節水意識

Ｃ
都内総生産／

総人口

Ａ
一戸建てに住む
一般世帯比率

Ａ 教員数 Ａ
第二次産業事業

所数

Ｂ
自動食器洗い

機普及率
Ｂ 年次 Ｂ 製造品出荷額等

Ｃ 平均洗濯回数

Ａ 年次 Ａ 年次 Ａ
第二次産業就業

者数

Ｂ
雇用者報酬／
一般世帯数

Ａ
1世帯あたり雇

用者報酬
Ａ

年間商品販売
額

Ａ
第二次産業総生

産

Ｂ 平均世帯人員 Ｂ 事務所床面積 Ｂ
第二次産業就業

者数

Ｃ
1世帯あたり延

べ面積

都市活動用水 工場用水

2005年度
予測（現
行モデル）

1人あたり生活用
水＝2.00608＋
0.462962＊
LOG(A)－
0.24363＊
LOG(B)

都市活動用水＝
1.92855+0.56161
＊LOG(A)＋
1.15317＊
LOG(B)－
2.68483＊LOG
（C)

工場用水＝
24.6787＋
0.302281＊
LOG(A)－3.56823
＊LOG（B)

説明変数 説明変数 説明変数

2005年度
予測（改
良モデル）

1人あたり生活用
水＝315.260093
－23.232254＊A
＋13.9039585＊
B

都市活動用水＝
226789＋
20112.879*Ａ－
10390.464*Ｂ

工場用水＝
74955.023＋
28700.617＊A

2006年度
予測

1人あたり生活用
水＝180.786928
－6.747946＊A－
０.9310127＊B＋
0.0153265＊C

都市活動用水＝
1260599.999473
3＋
75745.7300891
＊Ａ

工場用水＝
95466.67＋
17203.08＊A

【図表３】　各年度の予測で使われた各用途の予測式　（出典：東京都水道局の開示資料）

従前の予
測（2003
年12月）

1人あたり生活用

水＝ｅ
4.14034

＊Ａ
0.242654＊Ｂ-0.571423

都市活動用水＝

ｅ
11.7166

＊Ａ
0.315584

＊Ｂ0.134784＊Ｃ-

0.619029

工場用水＝ｅ
-

1.45228＊Ａ103340＊Ｂ
-0.430337

2007年度
予測

1世帯あたり生活

用水＝ｅ５.05305＊Ａ
0.22933＊Ｂ0.01625＊

Ｃ
0.25859

都市活動用水＝

ｅ9.75378＊Ａ0.70600

＊Ｂ0.83038

工場用水＝ｅ
10.77202＊Ａ1.75688＊

Ｂ0.17758

生活用水

2009年度
予測

1世帯あたり生活
用水＝-448.1＋
0.0178＊Ａ
+295.3*Ｂ+3.56*
Ｃ

都市活動用水＝
0.00474*Ａ
+0.00342*Ｂ

工場用水＝-
50.10＋0.00339
＊Ａ+0.0000247
＊Ｂ

2008年度
予測

1世帯あたり生活

用水＝ｅ3.099＊Ａ－

0.05103＊Ｂ0.3785

都市活動用水＝

1090+e5.6882＊e-

0.1042Ａ

工場用水＝e-16.32

＊Ａ1.486
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有収率の設定値（％） 負荷率の設定値（％）

実績データの最新年度

値と94％の高い方の値

実績データ過去15年間

の最小値

従前の予測（2003年12月） 1986～2000年度 94.0 81.0

2005年度予測 1988～2002年度 94.0 82.0

2006年度予測 1990～2004年度 94.0 82.0

2007年度予測 1991～2005年度 94.2 82.4

2008年度予測 1992～2006年度 94.8 82.4

2008年度予測 1993～2007年度 95.2 83.6

使用した実績データ

【図表12】　東京都の従前の予測（2003年12月）と同じ考え方による有収率と負荷率の設定値
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